





































常に悩ませました。とりわけ日本からの輸入 ( 日本からいいますと対米輸出 ) が膨大で、そのた
めに為替の問題が両国にとって大きな政治問題となっておりました。1985 年にニューヨークの



























本酸素といった上場会社も巻き込まれました。図表 2 はダイワ・バンク・トラストが 1987 年に



































































年間で約 3 万回以上の取引が証券会社 30 社との間で行われていました。証券会社は独立した証
券保管銀行に現物を預けることになります。一方、証券会社は当該証券売買取引の確認書を当該






































































































































することを明らかにした 2 つの法的決定が出たことであります ( 資料 3 を参照ください )。この 2
つの法的決定は、その後のわが国の企業社会における内部統制のあり方に関して、関係者に大き
な意識の変革を求めることとなりました。しかし、会社法において内部統制に関する規定そして








WorldCom	事件 (2002) の反省から急遽制定された Sarbanes-Oxley’s	Act	of	2002 からでありま
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した。大企業の会計不祥事をうけて、それを許した環境と直接的な原因を徹底的に分析し、それ
を基礎にして同種の不祥事の再発を防ぐための企業社会の改革に着手したアメリカの社会風土
と、不祥事に関係した関係者の法的責任の追及に関心が向けられ、企業不祥事そのものについて
の分析が十分になされないまま制度改正でもって幕引きとした日本の社会風土との間には、現在
においても埋めがたい溝があるように思われます。東芝会計不祥事は、いったい、何を日本の企
業社会に残すのでありましょうか。ご清聴ありがとうございました。	
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